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１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ） �

（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要

�単年度繰返

� 13 年度～

�開始年度不詳

�期間限定複数年度

平成 26 年度～ 【業務の流れ】

平成 28 年度まで　

（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト

単位：千円

1.

2.

3.

4.

単位：千円

1.

2.

3.

4.

5.

単位：時間

（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標

ア

イ

ア

27年度

②ｺｰﾄﾞ2

事務

事業名

国土強靭化地域計画　

施策の展開

新市建設計画

総合戦略

復興計画

定住自立圏構想

行政改革アクションプラン

主要事業

感染症予防対策事業

高齢者の予防接種

28

病気予防対策の充実

事

業

種

別

簡易評価

12

保健の充実　施策

体系

0.67

1,345

0.41

平成

千円

※全体像を記述⇒

事

業

費

12,946

1.需用費

18,220

25年度

655

18,243

241

1,545 1,117

20,733

賃金

367

605

千円

事務事業マネジメントシート 

28 2

11,661

218

健康管理課

63-8766

予防班

内線

所属班

200

電話番号

17,732

課

01

単位

（決算）

9.13.1

（決算）

25年度

9,463

26年度

（決算）

26年度

（計画）

27年度

50.0

（決算）

25年度24年度

平成 26 年度事後評価・決算

施策

ｺｰﾄﾞ1 18900

5

17,998

人

② 事業の内容　※何をどのようにする事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない① 事業期間

1,167

18,700

211

16,280

20,733

23 0

19

25,844

（計画）

27年度

27年度

3,282

25年度

26年度

10,995

（決算）

27年度

（決算）

26年度

（計画）

860

10,63010,323

（決算）

13,429

2,671

9,642 9,850

330

3,558

5,111

1,700

【単年度繰返】予防接種接種費の助成をすることで、高齢者がインフルエンザや肺炎による重症化を防ぐとともに、感染のが広がること

を防止する。①高齢者肺炎球菌（任意）（3,000円助成）、②高齢者肺炎球菌（定期）26年10月～（3,000円助成）、③高齢者インフルエ

ンザ（1,000円助成）

【期間限定複数年度】新型インフルエンザ等感染症の発生に備え、計画やマニュアルの整備を行う。実際の発生時は、初動体制に遅

れのない適切な対応を行えるようにする。

千円

594

20,089

印刷製本費、消耗品費

通信運搬費

① 費目の内訳（26年度の実績）

0

24年度

（決算） （計画）（決算）（決算）

26年度

13,313

22,898

487

（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等

％

5.2

④ さらに、どんな上位目的に結び付けるのか

【高齢者肺炎球菌】　【高齢者インフルエンザ】

感染による重症化の予防（個人防衛）

【新型インフルエンザ行動計画】

感染による重症化の予防（個人防衛）及びまん延

防止

市民が健康を保つことができる
男　79.0

女　86.1

（H22年）

男　79.0

女　86.1

（H22年）

男　79.0

女　86.1

（H22年）

（決算）

上

位

目

的

19.9

平均寿命

(国勢調査結果により算出)

男　77.3

女　83.8

（H17年）

年

42.5

（決算） （決算）

24年度

（計画）単位

イ

平成26年10月から高齢者肺炎球菌が法定化され

る。対象者は６５歳から5歳刻み節目年度末年齢と、

障害者手帳1級を有するもので、いずれも生涯1回

の接種のみ助成（過去に1度でも接種歴がある方を

除く）、3,000円の補助。定期と同じく、任意も生涯1

回のみ、同額の助成とする。

① 開始したきっかけは何か？どんな経緯で始

　まったか？

対象者及びその家族から、「任意と定期でわかりずら

い、対象者も受診票も2種類ありわかりずらい」との声

がある。「インフルエンザの補助額を引き上げられな

いか。」という声がある。

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業

　対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が

　寄せられているか？

（高肺）東庄町が実施していることで、議員から旭

市も実施の要望があり。任意予防接種を平成24年

度から旭市独自事業として開始（対象は70歳以上

の住民、3,000円助成）。要綱作成する。

（インフル）H13年予防接種法の改正により、対象

疾病にインフルエンザが追加される。

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠

　法令等）はどう変化しているか？開始時期

　あるいは５年前と比べてどう変わったか？

17,968

（決算）

25年度

対象者数（高齢者肺炎球菌：定期）

単位

4,655

24年度

23,254

570

人

人

人実施人数（高齢者インフルエンザ）

⑤ 活動指標名

％

⑦ 成果指標名（考え方）

⑧ 上位成果指標名（考え方）

時間

イ 実施人数（高齢者肺炎球菌；任意）

トータルコスト(A)＋(B)

接種率（高齢者肺炎球菌：定期）

人

件

費

実施人数（高齢者肺炎球菌；定期）

人

単位

千円

人

単位

千円

③ 延べ業務時間の内訳（26年度の実績）

接種率（高齢者肺炎球菌：任意）

延べ業務時間

人件費計  (B) 4,655

（決算）

10,425

1,502

0.610.61

1,225

24年度

目

一般会計

会計

【単年度繰返】・医療機関委託契約⇒通知文の作成⇒対象者抽出⇒起案⇒発送準備（封入等）⇒発送⇒開始（実施期間中の受診票再発行や住民からの問い合わせ対応）⇒結果報告処理　※発送準

備、結果報告処理の一部を臨時職員が実施

 【期間限定複数年度】・新型インフルエンザ等行動計画に基づき、近隣等情報収集⇒課内打合せ⇒他課との調整、役割分担、指示・連絡系統の明確化⇒マニュアル作成しと訓練、備品・消耗品の管理

項予算

科目

965

千円需用費

役務費

241

2

款

4

2,091

605

2.役務費

③ 意図（対象がどのような状態になるのか）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）

【高齢者肺炎球菌】ア－定期予防接種；法に定められている対象者　イ－任意予防接種；71歳以上の

住民で、定期対象者以外の方　ウ－60～64歳で身体障害者手帳1級（心腎呼吸器免疫）

　【高齢者インフルエンザ】　ア－65歳以上で旭市の住民　イ－60～64歳で身体障害者手帳1級（心腎

呼吸器免疫）

　【新型インフルエンザ行動計画】市民

833

3,165

1,225

4.賃金

3.扶助費

1,117

16,280

地方債    千円

その他 千円

一般財源

2.都道府県支出金 0

3.地方債    0

4.その他 23 後期高齢者医療制度長寿・健康増進事業補助金

千円

費

目

内

訳

助成金

臨時雇用賃金

前年度比増減理由：

財

源

国庫支出金 千円

都道府県支出金 千円

目

的

(予防接種）計画・調整288H、対象通知57H、登録・集計96H、

周知関係32H、電話・窓口対応288H　新規導入準備224Ｈ

（新型インフル）計画に係る時間　　240H

ア

対象者数（高齢者肺炎球菌：任意）

正規職員従事人数

手

段

① 主な活動

26年度実績（26年度に行った主な活動）

【高齢者肺炎球菌】定期（H26.10導入）・任意予防接種

の実施

【高齢者インフルエンザ予防接種】

【新型インフルエンザ行動計画の策定】

27年度計画（27年度に計画している主な活動）

【高齢者肺炎球菌】定期・任意予防接種の実施

【高齢者インフルエンザ予防接種】

【新型インフルエンザ行動計画に基づくマニュアル作成準備】

⑥ 対象指標名

ア

② 特定財源の内訳（26年度の実績）

1.国庫支出金 0

ウ

根拠

法令

予防接種法

扶助費

千円

千円



２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  結びついている ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  適切である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  活動量を増やせば成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やさなくても、やり方を工夫することで成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やしたり、活動を工夫したりしても、今以上成果は向上しない ⇒【理由】

�  他に手段がある

事務事業名：（ ）

�  統廃合ができる ⇒【理由】

�  連携ができる ⇒【理由】

�  既に統廃合・連携している ⇒【理由】

�  統廃合・連携ができない ⇒【理由】

�  他に手段がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  公平・公正である ⇒【理由】

３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括

（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）

① 目的妥当性 �適切 �見直し余地あり

② 有効性 �適切 �見直し余地あり

③ 効率性 �適切 �見直し余地あり

④ 公平性 �適切 �見直し余地あり

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）

（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可） ※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性 （３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果

�目的再設定 �行政関与の見直し

�事業のやり方改善による成果向上 �事業統廃合・連携（関連事業： ）

�事業のやり方改善による事業費削減 �事業のやり方改善による延べ業務時間削減

�受益機会の適正化 �費用負担の適正化

�廃止・休止

（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について ※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？

（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

目

的

妥

当

性

評

価

① 施策体系との整合性

対象を限定・追加すべきか？意図を限定・

拡充すべきか？

なぜこの事業を市が行わなければならない

のか？税金を投入して実施すべきか？

この事務事業の目的は市の施策体系に結

びつくか？意図することが上位目的に結び

ついているか？

病気予防対策を行うことで、上位目標である「健やかで安らぎのあるまちづくり」を達成できる

事務事業名

感染症予防対策事業

高齢者の予防接種

② 対象・意図の妥当性

③ 行政関与の妥当性

対象者や実施回数等は法に順ずる。近隣市（銚子市、匝瑳市、香取市、横芝光町、山武市、多古町）は法定化されてから、定期接

種に切り替えている（平成26年度末で任意接種終了）。2回目以降の接種による副反応の発生状況が不確定であり、国の助成期限

（平成30年度）までに必ず定期接種の対象年令となることことから、任意接種を終了する余地がある。

法定化される以前の市独自の補助事業が残っているが、定期化されたことでカバーできる。

班名 予防班健康管理課課名

対象者、関係機関への周知期間の検討及び周知徹底（広報・HP・医療機関ポスター等にて）

低下

成果

向上

いつまでに なにを、どうするのか？

平成27年10月 高齢者肺炎球菌任意予防接種の廃止を検討。近隣市の情報収集と、財政の調整を

行う。

維持

（廃止・休止の場合は記入不要）

任意予防接種対象者へ改めて通知は実施していない。定期予防接種対象者へは、毎年対象者が異なるため通知発送までの事務

を、パート職員に依頼しており、発送、結果処理に係る業務時間の削減余地はない。発送後に、高齢者からの問い合わせが多く、

理解されるまで20分くらいの時間を要す。また、任意接種をやめることで長期的には業務時間が削減できる。

○

増加維持

受益機会は法律で定められた対象者に準じており、適切である。受益者負担については、高齢者肺炎球菌は定

期、任意ともに自己負担額から一律3,000円の補助。高齢者インフルエンザは自己負担額から1,000円の補助。費

用は自由診療にて、医療機関により接種料金は異なる。いずれも近隣市と同程度の水準であり、適切である。

効

率

性

評

価

⑦ 事業費の削減余地

（表面トータルコストの事業費部分）

⑧ 人件費の削減余地

（表面トータルコストの人件費部分）

事業の内容が一部の受益者に偏っていて

不公平ではないか？受益者負担が公平・

公正になっているか？

⑨ 受益機会・費用負担の

　　適正化余地

やり方の工夫（業務プロセスの改善など）

や臨時職員の活用・委託により、正規職員

の延べ業務時間を削減できないか？

インフルエンザ予防接種は平均接種率55％で推移しており定着してきている。高齢者肺炎球菌は、今

後も法律の改正も考えられ、接種者にとっても理解しづらく間違いやすいと考えられる。また、二重接種

の事故に繋がる恐れもある。近隣市の動向も含め、任意接種の定期接種への一本化または継続検討

を行う。

（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果

コスト

削減

目的を達成するには、この事務事業の他

（民間・国県を含む）に方法があるか？

↓

他に手段がある場合

(1)具体的にはどのような事務事業か？

(2)類似事業との統廃合ができるか？類似

事業との連携を図ることにより、成果の向

上が期待できるか？

公

平

性

評

価

⑥ 類似事業との統廃合・連携の

    可能性

有

効

性

評

価 (1)

(2)

予防接種法で定める予防接種（B類）の助成は本事業以外に行っていない。

事業費を削減できないか？（経費の精査、

過剰仕様の適正化、回数削減、住民の協

力、アウトソーシングなど）

⑤ 成果の向上余地

次年度以降の成果向上が期待できるか？

事務事業を取り巻く環境変化等を考慮する

とどうか？成果の向上余地はどの程度ある

か？

高齢者肺炎球菌の定期接種は平成26年度10月から開始したが、テレビ等での周知もあり定期接種者数；1,507人/6ヶ月（接種率42.4％）であり妥当な水準である。任意接種

は、近隣市と対象が異なり比較できない。必要性を感じている方は既に接種を終えていると考えられるため、任意接種者数；330人/年（接種率5.2％）も妥当である。Ｈ２６の高

齢者インフルエンザ接種率は55.7％であり、管内平均53.0%より接種率は高く妥当である。

④　成果の現状水準

任意接種をやめることで、定期予防接種率が上がる可能性があり、事業費も削減することができる。

平成24年度から高齢者肺炎球菌任意予防接種を実施しているが、接種率は徐々に低下し、希望者はすでに完了

していると思われるため、今以上成果は向上しない。高齢者肺炎球菌定期予防接種は65歳の未接種者への受診

勧奨をすることで成果は向上する余地がある。

あるべき水準や目標に達しているか？近

隣市や類似団体と比較してどうか？


